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事業事前評価表 
 

１．対象事業名 
国名：ベトナム社会主義共和国 
案件名：第 2期ハノイ水環境改善事業（I） 
貸付契約調印日：2006年 3月 31日 
承諾金額：3,044百万円 
借入人：ベトナム社会主義共和国政府（The Government of the Socialist Republic of 
Vietnam） 
２．本行が支援することの必要性・妥当性 
ハノイ市は、紅河デルタ地域の河口から約 100km に位置し、台風が多く上陸する 5
月から 9 月にかけては月平均降雨量が約 250mm に上る（東京の月平均降水量：約

125mm）。一方、河川や雨水排水施設の能力が限られており、また排水施設が存在しな
い地域もあることから、特に紅河沿いの低地では浸水がおきやすく、排水システムの整

備・改善が喫緊の課題となっている。また、近年の急速な工業化及び都市化の進展に伴

い、産業廃水及び生活排水の量が急増している一方、下水処理場が整備されておらず、

市内で発生する汚水は未処理のまま河川に放流されることが多い。そのため、運河や湖

沼など閉鎖性水域の汚染状況は深刻なものとなっている。下水管は、仏植民地時代に整

備されて以来改修されていない部分も多く、都市化の進展に対応するため拡充すること

が求められている。また、ハノイ市を流れる川の水質汚濁状況が深刻化しており、市内

から排出される汚濁負荷の削減を市内及び隣接地域からも求められている状況である。 
ベトナム政府は「2020年までの都市排水・下水道開発指針」を 99年に採択し、その
中でハノイやホーチミン市等の主要都市における排水システムの整備率を 80％以上に
上げることと共に、都市洪水制御、汚水の衛生的処理を進めること、さらには全国の都

市排水システムの整備を行う上で必要な資金調達のメカニズムを開発することを目標

に掲げている。 
本行の海外経済協力業務実施方針においては、「地球規模問題・平和構築への支援」

を重点分野と位置付け、水質汚濁対策を支援するとしている。また、国別方針において

も、環境対策への支援を重点分野としている。 
以上から、本行が本事業を支援することの必要性・妥当性は高い。 
３．事業の目的等 
本事業は、ハノイ市の排水・下水道システムの整備を行うことにより、浸水被害の軽

減及び汚水処理能力の向上を図り、もって同市の都市・生活衛生環境の改善に寄与する

もの。 
４．事業の内容 
(1) 対象地域名 
ハノイ市トーリック川流域 

(2) 事業概要 
ハノイ市において、以下のとおり事業の実施に必要な土木工事、サービスの提供を行

うもの。 
① 排水システム整備 
② 下水道システム整備 
③ コンサルティング・サービス（詳細設計、入札補助、施工管理、大型下水処理場

F/Sの作成等） 
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(3) 総事業費  
全体の総事業費は 33,441百万円（うち今次円借款対象額：3,044百万円） 

(4) スケジュール 
2006年 10月～2012年 12月を予定（計 75ヶ月） 

(5) 実施体制 
① 借入人：ベトナム社会主義共和国政府 

(The Government of the Socialist Republic of Vietnam) 
② 実施機関：ハノイ市人民委員会（Hanoi People’s Committee） 
③ 運営・維持管理体制：ハノイ下水排水公社（Hanoi Sewerage and Drainage 

Company）、統一公園下水処理場維持管理ユニット（Operation and Maintenance 
Unit for Thong Nhat Park Wastewater Treatment Plant）、ハノイ市交通事業公
社 No.3（Hanoi Transportation Works Company No.3） 

(6) 環境及び社会面の配慮 
① 環境に対する影響／用地取得・住民移転 
(a) カテゴリ分類：B 
(b) カテゴリ分類の根拠 

本事業は、「環境社会配慮確認のための国際協力銀行ガイドライン」（2002年 4
月制定）に掲げる影響を及ぼしやすいセクター・特性及び影響を受けやすい地域

に該当せず、環境への望ましくない影響は重大でないと判断されるため、カテゴ

リ Bに該当する。 
(c) 環境許認可 

本事業に係る環境影響評価（EIA）報告書は 2005年 11月にハノイ市自然資源
環境局によって承認済み。浚渫土・下水汚泥の埋め立て処理場に係る許認可は取

得済み。 
(d) 汚染対策 

下水処理場からの放流水は同国の排水基準を満たす見込み。浚渫土・下水汚泥

については埋め立て処理されるが、有害物質含有量等が同国基準を上回る場合

は、管理型埋め立て場にて適正処分される。工事中の大気汚染、騒音被害等につ

いては、適切な機材の使用、散水、工事時間の配慮等の対策をとる予定。 
(e) 自然環境面 

事業サイト内及びその周辺は、国立公園や国指定の保護対象地域や貴重種の生

息地等に該当しないため、特段の負の影響は予見されない。 
(f) 社会環境面 

用地取得（約 53ha）と約 40世帯の住民移転が発生する見込みであるが、実施
機関が作成した補償計画及び住民移転基本計画が適切に実施される予定。補償計

画及び住民移転基本計画は、対象住民とのコンサルテーションを通じて作成され

ており、その内容については概ね合意が得られている。 
(g) その他・モニタリング 

実施機関等が、工事中及び供用後の大気質、騒音、水質、住民移転・用地取得

等につきモニタリングを行う。 
② 貧困削減促進 

NGO や自治体と連携してワークショップを開催し、特に事業地域内の貧困層を
対象に、環境教育・意識向上への取り組みを通じた生活改善活動の推進に取り組む

予定。 
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③ 社会開発促進（ジェンダーの視点等） 
本事業は、HIV感染の拡大が危惧される国における大規模インフラ事業であるた

め、工事労働者に対するエイズ対策を、実施機関が、コントラクターおよびハノイ

市保健局エイズ対策課と協力し実施する予定であり、その旨を入札書類に規定す

る。 
(7) その他特記事項 

なし。 
５．成果の目標 
(1) 評価指標（運用・効果指標） 

指標名 基準値 
（2005年実績値） 

目標値 
（2012年【事業完成時】） 

汚水処理人口（人） 0 41,200 
汚水処理量（㎥/日） 0 10,605 
下水処理場における BOD 濃度 
（流入、放流、除去率） 

- 流入：200mg/l 
放出：20mg/l 
除去率：90% 

治水基準点における流下能力

（㎥/秒） 
45 90 

内水氾濫による年最大洪水氾濫

面積（㎢）（1/10年確率洪水） 
13.2 0 

内水氾濫による浸水戸数（戸） ～1,000 0 
(2) 内部収益率 
 経済的内部収益率（EIRR）：7.7％   
① 費用：事業費（税金を除く）、運営・維持管理費 
② 便益：浸水被害額の減少、下水道料金収入 
③ プロジェクトライフ：40年 

６．外部要因リスク 
計画規模（10年確率洪水）を超える洪水の発生など。 
７．過去の類似案件の評価結果と本事業への教訓 
既往の上下水道・衛生セクターにおける類似事業の事後評価から、事業完成後の効果

持続の確保について、日本の地方自治体レベルでの協力の有効性も認識すべきとの報告

がなされている。これを踏まえ本事業においては、地域住民の環境に対する意識と行動

の変革に取り組む際に自治体の支援を積極的に組み込むこととしている。 
８．今後の評価計画 
(1) 今後の評価に用いる指標 
① 汚水処理人口（人） 
② 汚水処理量（㎥/日） 
③ 下水処理場における BOD濃度 （流入、放流、除去率） 
④ 治水基準点における流下能力（㎥/秒） 
⑤ 内水氾濫による年最大洪水氾濫面積（㎢）（1/10年確率洪水） 
⑥ 内水氾濫による浸水戸数（戸） 
⑦ 内部収益率（EIRR）（％） 

(2) 今後の評価のタイミング 
事業完成後 
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